


















































































































































































































































































































































































会社ディロン・リード(Dillon, Read & Co.)の副社長として来日した。　ドレ
ーパーは，電力産業への外資導入の見透しについて次のように語った49)。
｢戦前ディロン・リード会社は日本の水力電気に投資して来たし，その利
子の支払いも気持ちよく続けられ，戦前すでに負債の90％は支払われて
いる。現在日本人の間に１つならず発電計画ができている。これに対して
は見返り資金使用の話が始まっている。只見川の水力発電についても議題
に上っている。これは膨大な計画なので詳細は調査されねばならないが，
予備検討はしている。これらの難点は仕事をやってもそれ自体が外貨にな
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らないことだ。したがって貿易事業と関連して考慮しなければならない。
だから今の段階で具体的にどうこうということは困難だ。日本のいろいろ
な問題が片付き，経済力が回復した時は直接外貨を生む貿易事業には投資
も考えられて来る。そのような問題が解決せぬうちに外資を考えるのは時
期が早いと思う。」
　このように，ドレーパーは早期の外資導入は無理であること，電源開発
は借款の対象としては不適切であり，外資導入先としては，外貨獲得産業
が望ましいことを強調した。
池田訪米（1950年４月～5月）ドッジ・ラインによりデフレが深刻化して
いた1950年５月，池田勇人蔵相は渡米し，ドッジらと会談した。渡米の
表向きの目的は，米国の経済事情の視察であった。池田の秘された使命が，
講和の瀬踏みであったことは，宮澤喜一の『東京－ワシントンの密使』な
どで，よく知られている50）。
　講和と復興とは，吉田内閣の２大テーマであり，池田は視察に名を借り
て, GHQの頭越しにドッジ・ラインの緩和を直接，ドッジに交渉する意
図を持っていた。　ドッジ・池田会談では，減税，輸出銀行の設立，一般会
計からの債務償還の中止などが話し合われた。
　この池田訪米の折に，対日借款問題が具体化するのではないかという観
測も流れたが，実際には外資導入は議題には上らなかった51）。しかし，池
田は外資導大問題を話し合うための準備はしていた。池田訪米の携行資料
のなかに，「外資導入に関する問題」と題する大蔵省作成の文書がある52）。
　この文書は，「明治以来日本の重要産業の発展には外国の資本及び技術
に負うところ極めて大であったのであるが，今日において民間外資の導入
－118 －
こそ生産設備の破壊，資本の欠乏，技術の後進，生産力の低下の著しい我
が国経済の速やかな復興と自立を図るため最も肝要であり，政府はその導
入を促進する条件の確立と外資の保護に努めている。」と外資の必要性を
強調したうえで，「外資導入を希望する事業」として，「わが経済の速やか
な自立という見地からは，（ｲ）電力等最も基礎的な産業，（口）化学工業，機械
工業等わが国の技術的立遅れ又は設備の老朽の著しい産業，（ハ）輸出産業等
直接外資の獲得に役立つ産業等への外資が最も望まれるものであろう」と
述べている。
　この文書は，まだ十分に詰められた構想ではないが，電源開発が外資導
入先のトップに掲げられている点には，着目する必要がある。
　なお，この訪米の際に，池田蔵相はＩＭＦと世銀を訪れ，加盟の意志を
伝えた53）。池田の帰国後の６月15日，吉田首相は全国銀行大会において，
「内閣としては第一に外資の導入をはかることを考えている。外資が入っ
てくれば日本の金利は自然に下って国際金利にサヤ寄せされることになり，
ここに貿易の振興ということも可能になってくる。貿易の振興なくして日
本の経済的自立は不可能である。外資を入れるためには受入体制の確立が
必要である。このためには銀行関係の努力によってわが国の信用制度が確
立し，国際信用が高まってくることが望ましい。さらに国際通貨基金に加
入するようにならねば外資は入ってこない。日本の基金加入は遠い将来で
はないと確信する」と演説した54）。
エオス作業（1950年６月）経済安定本部は，事務当局の試案として1950
年６月３日に「自立経済達成への諸条件」（エオス作業）を発表した。これ
までは「米国の対日援助の打切り迄には相当の余裕が考えられていたの
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で」，経済自立（援助なしでの国際収支の均衡）は「特に緊急の実践的課題」
ではなかったが, 2, 3年後に援助が打ち切られることが日程に上ってきた
ので自立経済の方向を探ろうというのが，経済安定本部がこの作業を行っ
た動機であった55）。
　1952（昭和27）年度を目標年次とするこの作業の結論は，消費水準を
1950年度の水準（戦前水準の約７割）に据え置いたとしても，なんらかの
間接的な経済援助が与えられなければ，1952年度までに経済自立するこ
とは不可能であるというものであった。すなわち，アジアに小型マーシャ
ル・プラン（総額８億ドル）が実施され，また，中共貿易の規制が緩和さ
れることによって，日本の対アジア輸出が大幅に伸びる（Ａ案）か，終戦
処理費のドル払い（年間約1.2億ドル）が実現（Ｂ案）しなければ，国際収
支は均衡しないと見込まれた。Ａ案によれば，アメリカの援助資金がアジ
ア諸国経由で日本に流入することにより，Ｂ案によれば，従来日本政府が
負担してきた占領軍の駐留経費がドルで支払われることにより，日本のド
ル不足が解消する。
　この計画は，鉄鋼業と石炭産業の合理化，絹製品輸出の限界を補うため
の金属・機械輸出の増進などとともに，電源開発の促進を重視した。この
計画は，1952年度に12億ＫＷないし17億ＫＷの電力供給不足が生じ
ると予測し，「電源開発のテンポを現状のままとした場合には，利用率，
損失率，火力の動員等について相当楽観的に想定するとしても将来需給事
情は非常に窮屈になると思われ，生産を規制する決定的な要因となるであ
ろう」56）と指摘した。
　この計画には，日本政府が，対日援助打切りへの対応策を模索し始めた
－120 －
姿が映し出されている。
「グレー報告」（1950年11月）「グレー報告」は，大統領特別補佐官グレー
(Gordon Gray)が，トルーマン大統領の諮問に答えて，1950年11月10日
に提出した対外経済政策に関する報告書である57）。諮問の趣旨は，商品・
資本の自由な交流を通じて，世界各国がアメリカの経済援助なくして経済
発展を遂げるための方策を問うというものであった。
　報告書は，1950年までに大部分の西欧諸国においては，外的援助を必
要としない程度まで生産力が発展してきたという認識に立ちつつも，朝鮮
戦争以後の事態を考慮に入れて，西欧における防衛力を緊急に樹立するた
めに経済援助終了の時期を延期することを勧告した。日本については，朝
鮮戦争による貿易増加・特需発生でドル保有額の顕著な増加が見ら
れ，1952米会計年度開始までには，戦前の１人当たり所得よりもやや低
い水準ではあるが，完全に自立できるという楽観的な見通しを示した。そ
して，対日経済援助の継続については慎重な姿勢を示し，東南アジア等と
の貿易機会の拡大のために助力すれば足りるのではないかと示唆した58）。
　経済安定本部では，早速「グレー報告」に対する反論を準備した。「グ
レー報告」は「最近の日本の輸出が表面上順調に伸張していること，ドル
の手持額が増加していることに基いて，日本の自立達成を楽観している」
と批判し，日本は1951米会計年度（1950年７月～51年６月）において，２
－121－
億3,000万ドルの国際収支赤字が見込まれ，引き続き経済援助が必要であ
ると主張した59）。
　また，経済同友会も「グレー報告」に対して，つぎのようなコメントを
出した6O）。
①　もし，対日援助が打ち切られるのならば，日本が負担してきた終戦処
　理費も廃止されるべきである。
②　明年度に対日援助が打ち切られれば，日本は５億ドル以上の追加輸出
　をしなればならない。しかし，その実現はきわめて困難であり，特別の
　措置が講じられなければ，国民の生活水準が切り下げられることになる。
③　援助が打ち切られる場合，それに代ってアメリカ政府が日本に対して，
　ワシントン輸出入銀行などによる長期クレジットを供与することが望ま
　れる。
「資本蓄積のための財政金融対策（案）」（1950年12月）「グレー報告」が
出るまでは，経済安定本部の産業資金政策は, GHQに対して見返資金の
産業設備資金への積極的運用を求めるにとどまっていたが，「グレー報告」
以後は，アメリカ政府に対する外資導入の要請が加わった。
　自立経済審議会財政金融部会の11月２日付け草案「産業資金調達のた
めの財政金融対策について」では，外国の援助の有効活用を図るため，本
年度以降における見返資金による国債償還を中止し，見返資金を私企業に
対する投融資に積極的に振り向けることを計画した61）。ここでは，まった
く外資導入には触れられていない。
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　ところが，12月25日付「資本蓄積のための財政金融対策（案）」では，
「限りある国内資本蓄積力を補闕するものとして可能な部面に出来るだけ
民間外資の導入を図ることが必要である」とし，「外資導入対策」として
つぎの５項目を掲げた62）。
①投融資増大のための外資法，為替管理法の改正
②外国企業との提携による技術導入と原材料の確保
③外貨債の発行
④外国における株式の募集
⑤国際復興開発銀行，米国輸出入銀行の借款の獲得
このように自立経済審議会の報告書の審議過程で，外資導入が主要なテー
マに加わったのである。
「自立経済審議会報告書」（1951年1月）「エオス作業」をたたき台として，
自立経済審議会（経済復興計画審議会の後身）が1950年７月から経済計画の
策定作業を行い，1951年１月20日の総会で決定され，政府に答申された
のが「自立経済審議会報告書」（1951年１月20日）である（表4）。
　林雄二郎はこの計画を，「ドッジ的経済と特需的経済とが随所に交錯し
－123 －
表４　自立経済計画・エオス作業　総括表
ている奇妙なもの」，「表面はドッジ的装いを見せてはいても，一皮向けば
そのままストライク的中身がそっくり出てくる」と評し，「ドッジ・ライ
ンのさなかで起った朝鮮動乱は，日本経済をして再び硝煙の中に自立経済
の姿を見失わしめ，３年にわたってさまよい歩きっづけたのであった。そ
して，その後岡野試案を作成するとき，己れの立っているところが，３年
前，エオス作業のときに登ろうとした丘のふもとであったと気づいた」と
述べている63）。
　朝鮮戦争の勃発で，消費水準の引き上げや，国内自給度の向上といった
　　　　　　　　　　　　　　　一124 －
目標が加わり，経済安定化政策の堅持による経済自立という当初の目標が
曖昧になったという評価である。
　本稿ではむしろ，「経済自立審議会報告書」から「岡野構想」（1953年12
月）までの長期経済計画案の１つの共通性に着目したい。それは，占領終
結以後の経済援助（外資導入を含む広義の経済援助）を要請する目的で長期
経済計画が作成されたことである。そもそも，「経済復興計画第一次試案」
（1948年５月）から「岡野構想」まで一貫して，長期経済計画は経済援助の
要請のための資料であったとも言える。長期経済計画が，真に，国民や経
済界に向けて長期構想を示すことを目的とするようになるのは「経済自立
５ヵ年計画」（1955年12月）が初めである。
　「経済自立審議会報告書」は，1953年６月までは対日援助に依存しなけ
ればならないが，1953（昭和28）年度には，輸出約15.5億ドル，貿易外
収入約1.5億ドル，輸入17億ドルで，国際収支は均衡するとした。しか
し，通貨別国際収支で見ると，ドル地域との取引では１億2,300万ドルの
赤字となり，通貨の「交換の自由が実現しないと自立経済に必要な輸入規
模を確保するためには相変わらず構造的なドル不足の問題につき当たらざ
るを得ないであろう」と指摘している。
　上記の貿易外収入には１億2,500万ドルの特需収入（外国人本邦消費）が
含まれているので64），この特需とドル地域取引の赤字の合計である約2.5
億ドルのドル収入を，1953年度までに新たに確保しなければならないこ
とになる。
　外資導入について触れていない「エオス作業」とは異なり，「経済自立
審議会報告書」は，「本計画達成のために要する，膨大な資金の調達は如
何に努力しても，貧困な我が国国内資金のみを以てしては，資金の絶対量
―125－
が不足する惧れがあり，このため外資導入により国内資本蓄積を補給する
ことが必要である｣と，外資導入の必要性を強調した65)。
　他方，鉱工業生産の阻害要因として,（Ａ)電力供給面からの制約，(Ｂ)原材
料とくに輸入原料入手についての制約，(Ｃ)資金とくに設備の拡充，近代化
のための長期設備資金調達上の制約を挙げた66)。自立経済審議会鉱工業部
会が，産業別の目標達成の可能性を主として電力の供給面から検討したこ
とに示されるように67)電力供給面からの制約が重視された。
　｢朝鮮特需｣で電力需要も顕著に増大したが，この計画が審議され始め
た時期には電力不足はまだ,顕在化してはいなかった68)。それは, 1948, 49
年度に続き，50年度も豊水に恵まれ，供給量が多かったためである。審
議会は｢このような豊水を将来も引続き期待することは明らかに楽観にす
ぎるであろう｣69)と，近い将来に電源不足が到来するであろうと警告した。
　｢自立経済審議会報告書｣は，1951～53年度の３ヵ年に水力65万KW,
火力32万ＫＷ合計97万ＫＷの電源開発を実施し，1953年度において，
平水で350.9億KWH,豊水で333.4億ＫＷＨの供給を確保するとした
が，それでもなお，平水で30億KWH,豊水で10億ＫＷＨの不足が予
想された7o)。
― 126－
　このように，電力不足が鉱工業生産のネックになることが明らかになっ
たので，「報告書」は，「電力供給面からの制約は，鉱工業生産の上昇を阻
ける最大の要因」であることを強調し，「電力の増強が自立経済達成の基
本条件である点を考慮すれば，わが国としては外資および外国技術の導入
による大規模電源開発に関してとくに積極的方途を講ずるべきである」と
いう結論を出した71）。
「日本の経済自立に関する要請事項」（1951年1月）1951年１月10日の
「日本の経済自立に関する要請事項」（経済安定本部）は，この「自立経済
審議会報告書」を踏まえて，アメリカに対する要請事項を纏めている。こ
の文書には，講和条約締結・経済援助打切りを間近に控えての，日本側の
対米要求が明瞭かつ簡潔に示されている。また，「自立経済審議会報告書」
が，国内の経済・産業政策には具体的な形では反映されず，対米要請項目
という形で具体化されたことは，当初の意図はともかく，結果的に，この
報告書は対外援助を引き出す役割を担わされたのである。
　この史料は，「朝鮮特需」から「日米経済協力」へ発展する時期におい
て，日本側が抱えていた問題を列挙した注目すべき史料なので，以下，全
文を掲げておきたい72）。
　　　　日本経済の自立に関する要請事項（昭和26.1.10　経済安定本部）
　　　最近の国際情勢の推移に即応して，日本経済の自立を達成し，併せて国連に
－127－
協力する態勢を推進するために，情勢の推移に応ずる日本経済の機動的な運営
が必要であるから，特に，次の諸点について要請いたしたい。
一　緊要物資の輸入促進
　　現在わが国が真に必要とする食糧，主要原材料等緊要物資の輸入を確保保
　進するため，次の施策の早期実現を図られたい。
　（１）　外貨資金の積極的且つ機動的活用により早期且つ大量に輸入を確保する。
　　特に磅資金不足の対策としてスワップ取引を実行し，併せて外銀の磅ファ
　　シリティー利用を実現する。
　（2）重要物資に関する国際的割当機構が近く成立することが予想されるので，
　　日本向け食糧，原材料の輸入を確保する必要である。特に中共貿易禁止の
　　状況において，中国地域に代る市場からの輸入物資を確保する。
　（3）政府による緊急輸入を確保するため，緊急物資輸入基金について，相当
　　額の借入金を行いうることとし，また輸入物資の品目を拡大してその活用
　　を図る。
二　船腹の増強
　　右の輸入促進対策に関連して現下最も緊要な施策は船舶の増強方策の実施
　である。これがため外航船の建船の外，米国のリバーテー船等の船舶の貸与，
　傭船，船腹の購入等自由船腹の拡充を急速に図ることとし，これがための見
　返資金等所要資金の確保等について必要な措置を急速に講ずる。
三　産業資金の確保
　　インフレを防止しつつ，貿易の振興，生産設備の拡張，産業合理化等によ
　り経済規模を拡大することに見返資金及び予全部資金を含む財政金融政策の
　基調をおくこととし，この点に関する機動的且つ自主的運用を尊重せられた
　い。
　（1）長期設備資金の円滑適正な供給を確保するため，見返資金及び予全部資
　　金の早期且つ有効な運用を促進するとともに，復金回収金の活用を図る。
　　これがため，
　　（ｲ）見返資金については昭和26年度の見返資金の早期放出を図る外，更
　　　に私企業関係のワク（現在350億）を相当額増額する。
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　　（口）予全部資金については，金融債の引受に当てられる資金（25年度200
　　　億，26年度400億）をできる限り有効に長期産業資金に活用せられる
　　　よう措置する。これがため，例えば予全部引受の金融債の条件を緩和し，
　　　重要産業資金として直接活用せられるようにする。
　　（ハ）　長期金融機構を設置し，特に造船，電力等基幹産業部門に対する資金
　　　の供給を確保する。
　（2）輸入資金乃至原材料保有資金の供給を確保するため，日銀の外貨貸付制
　　度の期限を必要に応じ延長するとともに，工業手形の優遇措置等により輸
　　入物資の引取資金を重点的に確保する。
　（3）資本蓄積の促進を図るため，予貯金，証券投資，企業経理等に関し税制
　　を改正するとともに，証券対策，企業対策を推進し，産業資金の供給を確
　　保する。
四　経済諸法規の緩和
　　世界経済情勢の最近の推移等から見て，今後物資需給の調整，物価安定，
　輸出規制等に関し，適当な方式による調整措置を必要とするものと考えられ
　るが，従来行われた全面的な統制と異り，調整を必要とするものの範囲も部
　分的に限られ，また，その方法も国際情勢の推移に即応して効率的且つ弾力
　性のあるものでなければならないので，この打合自主統制も可能となるよう，
　独占禁止法，事業者団体法等の経済諸法規の一時的な例外措置を考慮せられ
　たい。
五　経済援助
　　日本経済の自立達成にあらゆる経済施策を結集し，これがため必要な資本
　蓄積の促進に努めているが，将来の経済援助に関して，特に次の点を懇請し
　たい。
　（1）近い将来自立経済を達成することとし，それまでの二，三年間は何等か
　　の形による対日援助の継続を図られたい。
　（2）日本経済にとって適当な外資の導入はもとより望ましいところであるか
　　ら，これが促進本蓄積の乏しいわが国としては将来国際開発銀行，輸出入
　　銀行等準政府機関による借款の供与方についても御斡旋賜りたい。
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　なお，最近の国際経済情勢の変転に伴い，国連に協力する態勢の下に今
後経済上，特に産業上日本経済の果すべき役割について充分の連絡を図ら
れたい。
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